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なぜ会社を解散できないか？

【注目点】

株主が会社を解散する際の留意点は何か。

【基本事実】

１、甲は乙と共同出資し２００７年ソフト開発を事業内容とするAソフト開発有限責任公司（以下A社）、設立した。翌年丙はA社の増資を受け入れ、その株主となった。甲乙丙はそれそれA社の３５％、３５％、３０％持分を有している。

２、甲乙丙の三者の間でA社の事業展開、利益配当等に関して矛盾が生じ、乙は２００９年A社所在地の裁判所に甲を被告として提訴し、甲乙により設立したA社の解散を請求した。

【審理結果】

裁判所は本案を審理し、会社法の解散条件を満たさないので、乙の請求を支持しない判断を下した。

【法律根拠】

中国《会社法》第１８３条の規定には「会社は経営管理において厳重な困難が発生し、存続することが株主の利益に重大な損失をもたらし、その他の方法を採用しでも解決できない場合、会社の全ての株主議決権の１０％以上を有している株主は人民法院に会社の解散を求めることができる」と定られている。

【コメント】

１、本案は乙がA社の解散を求める理由が上記１８３条規定に決める条件に満足していないと裁判官に判断されている。その１８３条の法定条件を満たすには以下の通りの用件を必要とする。

①会社の経営管理に厳重な困難が発生している。それは二つの意味がある。経営上の厳重な困難とは会社は債務上危機に陥り、債務過剰、万年赤字等が生じていること。一方管理上の厳重な困難とは経営上機能不在、例えば株主或は董事の間で意見の食い違い、或はトラブルが起き、互いに妥協できず、捩じれている状況にあり、会社の機能が働かず、正常な運営ができなくなり、麻痺な状況に陥いっていること。

②会社の存続は株主利益に重大な損失を与える。しかし、「重大損失」を如何に判断すべきか、法律上明文な規定がなく、実際に裁判官には審理の際全体的に考慮の上、自由裁量権を委ねている。

③その他の方法を採用しても解決できない。例えば、協議、持分譲渡、持分買取等を行って解決できない。

4 会社の解散を提起する株主は会社の株主全員の議決権の１０％以上を有している。

2、本案の乙は《会社法》及び《民亊訴訟法》の規定に基づいて有効な証拠をもって、Ａ社の経営管理上厳重な困難が生じ、乙の株主としての利益に重大な損失をもたらしたことを裏付けられなかったばかりでなく、更に争議を解決するためにあらゆる方法を採用したことも証明できない。よって、乙の訴訟請求は会社法における会社の解散に必要な法的な条件に合致せずに、更にＡ社の株主の一人である丙の合法的な権利にも不利益をもたらすことになる。


「外来従業員の本市城鎮職員基本養老保険加入関連
問題に関する通知」などについての解説
上海市人民政府は、2011年6月15日付「外来従業員の本市城鎮職員基本養老保険加入関連問題に関する通知」（滬府發[2011]26号）、「外来従業員の本市城鎮職員基本医療保険加入若干問題に関する通知」（滬府發[2011]27号）、「外来従業員の本市労災保険加入若干問題に関する通知」（滬府發[2011]28号）及び「本市郊外雇用会社及びその従業員の城鎮職員社会保険加入若干問題に関する通知」（滬府發[2011]29号）など四部規定（以下、新規定と称する）を公布し、2011年7月1日より施行する。本稿では、実務上新規定の概要を以下のとおり説明する。

1、 保険加入範囲の調整、社会保障システムの完備

「社会保険法」など法律法規の施行に伴い、上海市は、外来従業員及び郊外雇用会社の従業員を城鎮職員社会保険（城保と称する）範囲に取り入れ、更に上海市社会保障システムを完備し、外来従業員及び郊外雇用会社の従業員に公平に保険加入する権利を保障する。

2、 7月1日以降、外来従業員は城鎮保険に加入すべき

新規定により、今年7月1日より上海市における雇用会社と労働関係を結ぶ外来従業員のすべては上海市城鎮職員社会保険に加入し、且つ上海市が決めた納付基数及び比率に基づき社会保険費を納付しなければならない。

城鎮戸籍を有する外来従業員が上海市城鎮職員社会保険に加入する保険種類及び納付規則は上海市城鎮戸籍を有する従業員と完全に一致し、上海市城鎮戸籍を有しない外来従業員が当面、規定により養老、医療及び労災社会保険に加入する。

3、 郊外の従業員も城鎮保険に加入すべき

新規定により、上海市郊外範囲内の雇用会社及びその上海市戸籍を有する従業員も上海市城鎮職員社会保険に加入し、納付基数及び比率について城鎮職員社会保険の関連規定に従って執行する。

2011年6月においても納付している小城鎮社会保険雇用会社及びその上海市戸籍を有する従業人は、7月から小城鎮社会保険費の加入及び納付を停止し、城鎮職員社会保険の加入に切り換えしなければならない。

2011年7月から2014年3月までの期間において、納付基数及び養老保険、医療保険納付費比率は徐々に移行する。郊外の雇用会社とその従業員の間で協議し、一致した場合、直接に現行城鎮職員社会保険規定に基づき保険に加入し、費用を納付することができる。

4、 外国籍従業員の保険加入弁法は注目すべき

中国人力資源と社会保障部が2011年6月10日付「中国国内就業の外国人の社会保険加入暫定弁法（意見徴集稿）」に関して今年6月17日までを締切日とし、国内外に意見を公募したが、日本企業から大きな反響を呼んだ。

中国政府は、外国籍従業員の保険に加入する具体的な弁法をどのように制定するか、上海市が国家の規定に基づいて更なる関連弁法を如何に具現化するか、その動きに当分目を離せない。

国家の具体的な弁法が公布されるまでに、上海市は依然として「在上海就労の外国籍従業員、海外永住権を持つ人員及び台湾香港マカオ居民の城鎮基本職員社会保険加入若干問題に関する通知」（滬人社養發[2009]38号）の規定により、執行する。
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	上海市人民政府の「外来従業員の本市城鎮職員基本養老保険加入関連問題に関する通知」など（『重要法規解説』をご参照ください）
	2011/07/01 
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	財政部・国家税務総局の企業促販展業礼品贈呈の個人所得税問題に関する通知
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	人力資源と社会保障部の中華人民共和国社会保険法の実施若干規定
	2011/07/01

	5
	国務院関税税則委員会の部分商品輸入関税調整に関する通知
	2011/07/01

	6
	国務院関税税則委員会の2011年下半期内地と香港マカオとの更なる緊密な経済貿易関係の手配（ＣＥＰＡ）項目下の部分貨物に対するゼロ関税実施に関する通知
	2011/07/01
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